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はじめに

PwCあらた有限責任監査法人
執行役副代表　久保田 正崇

PwCあらた有限責任監査法人 
サステナビリティ・アドバイザリー部リーダー
パートナー　田原 英俊

IFRS（国際財務報告基準）財団によるISSB（国際サステナビリティ
基準審議会）の設立は、企業によるサステナビリティ情報開示の在り方や、
それらに対するステークホルダーの評価の在り方に大きな影響を与える
であろうと思われます。ISSBによって策定される新たな基準は、サステ
ナビリティ情報開示における新たなグローバルレベルでのベースラインと
して今後大きな役割を果たすでしょう。

非財務情報開示の基準策定機関として中心的役割を果たすSASB（サ
ステナビリティ会計基準審議会）は、昨年VRF（価値報告財団）となり、
またVRFはIFRS財団に統合されます。そしてSASB基準は、今後の
ISSBの新たな基準の中にも組み込まれつつあります。つまり、資本市場
において非財務情報開示の重要性が高まる中で、SASB基準が今後の基
準動向に大きな役割を果たしていくことは明らかです。

今回私たちが実施した日本企業の情報開示におけるSASB基準適用に
関する調査の結果を提供することが、新たな基準への適応に向けた皆様
の取り組みのお役に立てることを願っております。

日本企業が非財務情報を年次報告として開示するようになり、早20年
以上になります。かつて、非財務情報は、マルチステークホルダーに対
する情報開示として位置づけられていましたが、ここ10年余りで非財務
情報開示を取り巻くエコシステムは大きく変化しました。特に、ESG投資
の進展に伴い、投資家向けの非財務情報開示は急激に発展しています。

そのような中、現在の日本企業の非財務情報開示の現状および今後さ
らにどのような改善の余地があるのかを把握することを目的に、TOPIX 
100を対象として、SASB基準で求められている開示要件をどの程度満
たしているかを調査しました。このレポートでは、その調査結果をPwC
の分析とともに報告しています。

非財務情報開示の重要性がますます高まる中で、本調査結果が皆様
の非財務情報において今後の改善の一助になれば幸いです。
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VRF（価値創造財団）からのメッセージ

Katie Schmitz Eulitt
Director, Investor Relationships; 
Senior Market Co-Leader, APAC
The Value Reporting Foundation

このたび、本レポートの発行にあたってご挨拶の機会をいただき、大変光
栄に思います。私はこのレポートのタイトルに強く共感しています。なぜならば、
このレポートのタイトルにある「サステナビリティ情報開示の転換」は、まさ
に今起きているからです。2021年にISSBが設立され、そのわずか4カ月後に
ISSBの最初の2つのIFRSサステナビリティ開示基準の公開草案が公表された
ことは、資本市場における企業情報開示と会計基準策策定において、一世
代に一度とも言える非常に大きな変化をもたらしています。投資家向けサス
テナビリティ情報開示のグローバルベースラインを確立するために策定されて
いるISSB基準の公開草案の中で、SASB基準は重要な役割として組み込ま
れています。これらの背景を踏まえると、この調査レポートの公開は非常に時
宜にかなっていると思います。

SASB基準の日本語訳は2022年3月に公開されましたが、この調査レポー
トによってすでに多くの日本企業が、SASB基準の開示トピックや会計メトリク
スを参照している現状を知ることができ、非常に嬉しく思います。また、  
SASB基準とISSBの公開草案の日本語版の発行によって、これら基準関連資
料へのアクセスが皆さんにとってより容易になることを願っています。そして、
日本企業の皆さんがIFRSサステナビリティ開示基準に関するフィードバックを
提供するためにISSBとエンゲージすることを期待しています。

「サステナビリティ開示の転換」はまさに今起きており、この大きな変化は
21世紀の資本市場の目的に適う、そしてより一貫性がある包括的な企業報告
システムを構築する千載一遇の機会であると私たちは信じています。
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このレポートについて

企業のサステナビリティ情報開示の転換期

2021年11月にIFRS（国際会計基準）財団は、ISSB（国
際サステナビリティ基準審議会）の設立を発表し、その後さ
らにCDSB（気候変動開示基準委員会）およびVRF（Value 
Reporting Foundation〈価値報告財団〉、IIRC〈国際統
合報告評議会〉とSASB〈サステナビリティ会計基準審議会〉
が合併し、2021年6月設立）との統合が発表されました。
IFRSサステナビリティ開示基準の2つの草案はすでに公開さ
れており、これらの組織統合も間もなく実施されます。これ
らの基準開発に関する進展は、企業のサステナビリティ情報
開示に大きな影響を及ぼすでしょう。また、これらの新たな
基準に適応することは、企業にとってもサステナビリティ情
報開示を改善させるための大きな機会にもなると考えられ
ます。

調査方法

　TOPIX100組入銘柄各社の公開情報を調査し、それら
と各社の該当するSASB基準（SASBインダストリー基準）
に照らし合わせることで、開示の現状と課題を明らかにして
います。情報源としては、各社が公開するSASB対照表はも
ちろん、それ以外にも各社のサステナビリティレポート、統
合報告やウェブサイトなど開示情報すべてを調査対象として

います。そのうえで、以下3つのレイヤーから調査・分析を
実施しました。

また以下3つのレイヤーごとに、TOPIX100全体の傾向だ
けではなく、セクター／インダストリーごとの特徴、ディメン
ジョン／トピック別の分析も実施しています。

本調査の目的

本調査の目的は、TOPIX100構成銘柄の日本企業の情報
開示を対象に、各社の開示情報がSASB基準にどの程度適
合しているかを調査することで、日本企業のサステナビリティ
情報開示の現状と課題を明らかにすることです。

SASBのインダストリー別基準がISSBの基準開発プロセ
スに組み込まれつつある中、SASB基準にどれだけ適合で
きているかを明らかにすることは、つまりは今後策定される
IFRSサステナビリティ開示基準にどれだけ日本企業が適合
できるのかを理解することにもつながります。

そこで本調査では、現在、SASB基準の観点から日本企
業がうまく対応できている領域と、さらなる改善の余地があ
る領域に対して、その詳細の理解を深めることで、日本企業
や投資家の皆さんが、今後の基準の変化に適応するための
材料を提供します。

SASB基準の 
適用状況

・ SASBスタンダードを適用しているか？　適用している場合にはどのように適用してい
るか？

・適用状況はセクターやインダストリーによって異なるのか？1
開示トピックに 
対する開示状況

・ SASB基準で示されている各インダストリー別の開示トピックに関する情報が各社の
レポートで開示されているか？

・ 各社のマテリアリティ分析によって特定された課題と、SASB基準における開示トピック
には整合性があるか？　整合性がない場合は、どの課題について認識が異なるのか？

2
会計メトリクスに 
対する開示状況

・セクターやインダストリーによってどのように開示状況が異なるのか?

・どのトピックについて開示が進んでおり、または遅れているのか？

・なぜトピックの間には開示のギャップがあるのか?
3

ディメンションとトピックによる 
詳細分析

セクターとインダストリーに 
よる詳細分析
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SASB基準の構造について

本調査における主要な要素と概念

SASB基準に対する開示状況を調査するうえで以下の要
素と概念が主要であり、その要素に沿ってTOPIX100が分析
されています。

SASB基準の詳細については、VRFの公式ウェブサイトを
参照してください。 https://www.sasb.org/

SASB基準 SASB基準は、企業が投資家にとって最も重要な環境、社会とガバナンス関連課題を特定、管理、報告す
ることを支援するために作られ、数多くのインダストリーに対する情報開示基準として適用されています。

セクターと 
インダストリー

SASB基準では、11セクターに含まれる77のインダストリーに対し、それぞれのインダストリーにおける財務
的に重要なサステナビリティ開示指標が定められています。その中で、TOPIX100構成銘柄の各社に該当す
るのは10セクター 34インダストリーであり、本調査ではこれらのセクターとインダストリーを調査しています。

ディメンションと 
トピック

SASB基準では、多様なサステナビリティ課題が対象となり、それらの課題が5つのディメンションと26のト
ピックに分かれています。TOPIX100の対象となるインダストリー基準では全トピックが対象となります。

会計メトリクス
各インダストリー基準には複数の会計メトリクスが含まれます。この会計メトリクスは、具体的にサステナビ
リティ課題に関する定量的な数値や重要な観点に関する説明を要求します。また、各会計メトリクスについ
ても、詳細なクライテリアがインダストリー基準において記載されています。

SASB対照表 SASB対照表は、各会計メトリクスに対する対応を示す場合に一覧表として使われるツールとなります。

セクター インダストリー

消費財
・アパレル、アクセサリーおよびフットウェア ・家電製品の製造
・家庭用品・パーソナルケア用品 ・マルチライン・専門小売業者・ディストリビューター
・おもちゃ・スポーツ用品

採掘・鉱物加工 ・金属・鉱業 ・鉄鋼メーカー
・石油・ガス - 精製・販売

財務情報 ・商業銀行 ・保険
・投資銀行業務および仲介業務 ・証券・商品取引所

食品・飲料 ・アルコール飲料 ・食品小売・流通業者
・加工食品 ・タバコ

ヘルスケア ・バイオテクノロジー・医薬品 ・医療機器・医療用品

インフラストラクチャー ・住宅建設業 ・不動産

資源の変換 ・化学品 ・電気電子機器
・産業機械・生産財

サービス ・レジャー施設 ・プロフェッショナルサービスおよび商業サービス

テクノロジー＆ 
コミュニケーション

・ハードウェア ・インターネットメディアおよびサービス
・半導体 ・ソフトウェアおよびITサービス
・電気通信サービス

運輸 ・エアライン ・自動車部品
・自動車 ・鉄道輸送

再生可能資源と 
代替エネルギー ー

本調査対象のセクターとインダストリー（34/77 インダストリー基準）
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SASB対照表とは何か

SASB基準に基づいて情報を開示する際には、多くの企業が以下のようなSASB対照表を用いて開示しています。
このSASB対照表の中に、該当情報を直接記載する場合もあれば、該当する情報が記載されているレポートなどへ
のリンクを示す場合もあります。

SASB対照表
トピック コード 会計メトリクス 対応状況

温室効果ガス 
排出量

RT-CH-110a.1
スコープ1排出量のグローバル合計、排出制限規制
の対象となる割合

ー

RT-CH-110a.2
スコープ1排出量、排出削減目標およびそれらの目
標に対するパフォーマンスの分析を管理するための
長期および短期戦略または計画の説明

ー

大気質 RT-CH-120a.1

以下の汚染物質の大気排出量
（1）NOx（N2Oを除く）
（2）Sox
（3）揮発性有機化合物（VOC）
（4）有害大気汚染物質（HAPs）

ー

ー ー ー

本調査対象のディメンションとトピック（26/26 トピック）

ディメンション トピック

環境
・温室効果ガス排出量 ・大気質
・エネルギーマネジメント ・水および排水管理
・廃棄物および有害物質管理 ・生物多様性への影響

社会関係資本

・人権および地域社会との関係 ・顧客のプライバシー
・データセキュリティ ・アクセスおよび手頃な価格
・製品品質および製品安全 ・消費者の福利
・販売慣行・製品表示

人的資本 ・労働慣行 ・従業員の安全衛生
・従業員参画、ダイバーシティと包摂性

ビジネスモデルおよび 
イノベーション

・製品およびサービスのライフサイクルへの影響 ・ビジネスモデルのレジリエンス
・サプライチェーンマネジメント ・材料調達および資源効率性
・気候変動の物理的影響

リーダーシップおよび 
ガバナンス

・企業倫理 ・競争的行為
・法規制環境の管理 ・重大インシデントリスク管理
・システミックリスク管理

SASB基準の構造について
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主な調査結果

TOPIX100の半分以上の企業が 
SASB基準を活用している

多くの会計メトリクスに関する情報開示は 
限定的であり改善の余地がある

TOPIX100のマテリアリティ分析において 
特定される課題とSASBが定めるインダストリー 
ごとの開示トピックは概ね適合している

TOPIX100のうち51社がSASB基準に言及しています。た
だし、単にレポート作成において活用しているもの、マテリ
アリティ分析において参照しているもの、もしくは会計メトリ
クスまでを含むSASB対照表を作成しているものなど、基準
の利用方法についてはセクターやインダストリーによって異
なります。

TOPIX100の情報開示では、SASB基準によって開示が
求められている会計メトリクスについて、全面的に開示され
ているのは9%、部分的に開示されているものは33％、全く
開示されていないものが55％であることが分かりました。た
だし、この結果はトピックやインダストリーによって大きく異
なります。また開示ができていない指標については、その指
標の持つ特性も影響があるようです。よって、日本企業があ
まり開示できていない領域についてはSASB基準をうまく活
用することで、今後策定されるであろうISSB基準への適合
への移行もスムーズになるものと考えられます。

TOPIX100の開示情報では、SASB基準で示された開示ト
ピックの83％が何らかの形で言及されており、さらには開示ト
ピックの71％がマテリアリティ分析において重要な課題として
特定されています。SASB基準で示されている開示トピックが、
必ずしも日本企業にとって重要課題として特定されなければな
らないわけではなく、また各社が独自の方法で中長期的な外
部環境を分析したうえで重要な課題を特定することは極めて
重要ではありますが、この調査結果より、SASB基準が示す各
インダストリーごとの開示トピックと、日本企業がマテリアリティ
分析を通して自ら特定しているサステナビリティの重要課題は
非常に高い水準で一致していることが明らかになりました。

SASB基準を活用している企業の数 
（51/100）

公開情報において 
SASB基準の活用に 
言及している

公開情報において 
SASB基準の活用に 
言及していない

TOPIX100各社の情報開示において、 
SASB基準の開示トピックが開示されている割合

TOPIX100各社の情報開示において、 
SASB基準の会計メトリクスが開示されている割合

■マテリアリティ分析で言及

■マテリアリティ分析以外の
レポートの中で言及

■言及なし

17%

12%
71%

■開示

■部分的に開示

■開示なし

9%

58%33%
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1. SASB基準の適用状況

SASB基準の適用

調査対象100社のうち、半数以上がレポートやウェブサイ
トにおいてSASB基準の参照に言及しています。このことか
ら、企業のサステナビリティ情報開示をSASB基準に整合さ
せることは、日本企業の中でも関心として高まっていること
が分かります。

SASB基準を活用している企業の数 
（51/100）

公開情報において 
SASB基準の活用に 
言及している

公開情報において 
SASB基準の活用に 
言及していない

SASB基準の適用方法

SASB基準の適用方法は、企業によって大きく異なります。
例えば、レポーティングにおける一般的なガイダンスとして
基準を参考にする、またはマテリアリティ分析において重要

な課題を特定するための情報源として参照する、さらに
SASB基準への適用を示すためにSASB対照表を通じて主
要なKPIを開示する、などがあります。

SASB基準をどのように適用しているか（51社）

0

5

10

15

20

25

レポートにおいて
SASB基準を参考にしている

ことのみを開示

マテリアリティ分析において
SASB基準を参照

SASB対照表を開示 マテリアリティ分析において
SASB基準を参照し、
SASB対照表も開示

6

22

15

8
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マテリアリティ分析におけるSASB基準の参照

SASB対照表の開示

マテリアリティ分析におけるSASB基準の参照状況は、セ
クターによって異なります。ヘルスケアセクターでは3分の2
以上の企業がSASB基準を参照しており、他のセクターと比

較して、マテリアリティ分析でSASB基準が参照される割合
が高くなっています。

セクター別にSASB対照表を開示している企業の割合を
見ると、インフラストラクチャー、食品・飲料、資源の変換、
財務情報・サービスが、他のセクターに比べてかなり先行し
ていることが分かります。しかし、マテリアリティ分析での参

照とは対照的に、ヘルスケアセクターの企業はSASBの対
照表を公開していません。これは、当該セクターの会計メト
リクスの数と複雑さに起因すると考えられます。

マテリアリティ分析においてSASB基準を参照している企業の割合（セクター別）

SASB対照表を開示している企業の割合（セクター別）

消費
財 運輸

テク
ノロ
ジー

 ＆

コミ
ュニ
ケー
ショ
ン

サー
ビス

資源
の変
換

イン
フラ
スト
ラク
チャ
ー

ヘル
スケ
ア

食品
・飲
料

財務
情報

採掘
・鉱
物加
工

10%
25% 21%

38%

73%

20% 31% 41%
17%

90%
75% 79%

63%

27%

80% 69%
100%

59%
83%

■マテリアリティ分析においてSASB基準を参照
■利用なし

10%
36% 38%

100%

40% 38% 29%
8%

90% 100%

64% 63% 60% 63% 67%

33%

71%
92%

消費
財 運輸

テク
ノロ
ジー

 ＆

コミ
ュニ
ケー
ショ
ン

サー
ビス

資源
の変
換

イン
フラ
スト
ラク
チャ
ー

ヘル
スケ
ア

食品
・飲
料

財務
情報

採掘
・鉱
物加
工

■SASB対照表を開示
■開示なし※四捨五入により合計が100%にならない場合があります。



サステナビリティ情報開示の転換期12

2. インダストリー別開示トピックに対する開示状況

TOPIX100各社のレポートにおいてインダストリー別
開示トピックに言及されている割合

各社のマテリアリティ分析において 
重要と特定されたインダストリー開示トピックの 

割合

マテリアリティ分析においてSASB基準を 
参照している企業の数 
（30/100社）

マテリアリティ分析に 
おいてSASB基準を 
参照している

マテリアリティ分析に 
おいてSASB基準を 
参照していない

マテリアリティ分析とインダストリー別開示トピックの整合性

さらなる分析として、TOPIX100各社のマテリアリティ分析
で特定されているサステナビリティの重要課題と、SASB基
準で定められているインダストリー別開示トピックが、どの
程度整合しているかを調査しました。その結果、SASB基準
で定められているインダストリー別開示トピックの71％が、
TOPIX100各社のマテリアリティ分析において重要課題と特

定されていることが分かりました。前章で示した通り、マテ
リアリティ分析でSASB基準を参照していると明示している企
業は30％しかありませんが、実際にはSASB基準を参照し
ていない企業においても、マテリアリティ分析で重要と特定
された課題の多くはSASB基準のインダストリー別開示トピッ
クと一致しています。

インダストリー別開示トピックの開示

各インダストリー別に重要なサステナビリティの課題（ト
ピック）が示されています。TOPIX100組入銘柄各社のレポー
トを調査した結果、SASB基準において定められているイン
ダストリー別開示トピックの83％が、各社のレポートで言及
されていることが明らかになりました。前章の通り、TOPIX 
100の約半数の企業はSASB基準を参照していませんが、実
際にはTOPIX100各社が重要であると開示しているテーマ
と、SASB基準で定めされているインダストリー別開示トピッ
クは、かなり高い割合で整合しています。 83%

17%

■公開情報において
　　言及されている
■公開情報において
　　言及なし

■重要な課題として特定
■重要な課題として特定されていない

100%

80%

60%

40%

20%

0%

29%

71%
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インダストリー別開示トピックの重要性

それぞれのインダストリー開示トピックを重要であると特
定している企業の割合は大きく異なります。環境関連の開示
トピックは、SASB基準で重要とされているインダストリーの
中の多くの企業が、各社のマテリアリティ分析においてそれ
ら環境関連課題を重要と特定しています。一方でリーダー
シップおよびガバナンス関連の開示トピックは、各社のマテ
リアリティ分析に重要課題としてあまり示されていない傾向
にあります。この開示トピックごとに各社の特定する重要課
題と、SASB基準で定められたインダストリー開示トピック

が一致している場合とそうでない場合とがありますが、これ
はそもそもマテリアリティ分析の定義や、マテリアリティ分析
において分析する課題の範囲が、各社によって異なっている
ことに起因するものと思われます。SASB基準で定められた
インダストリーごとの開示トピックのすべてを重要と位置づけ
る必要はないと思いますが、日本企業のマテリアリティ分析
は特定の課題に偏っている可能性があり、リーダーシップや
ガバナンスなどが議論のスコープに入っていない可能性も考
えられます。

開示トピックごとに重要な課題として特定された企業の割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

温室効果ガス排出量

大気質

エネルギーマネジメント

水および排水管理

廃棄物および有害物質管理

生物多様性への影響

人権および地域社会との関係

顧客のプライバシー

データセキュリティ

アクセスおよび手頃な価格

製品品質および製品安全

消費者の福利

販売慣行・製品表示

労働慣行

製品およびサービスのライフサイクルへの影響

ビジネスモデルのレジリエンス

サプライチェーンマネジメント

材料調達および資源効率性

気候変動の物理的影響

企業倫理

競争的行為

法規制環境の管理

重大インシデントリスク管理

システミックリスク管理

従業員の安全衛生

従業員参画、ダイバーシティと包摂性

ビジネスモデル
および

イノベーション

リーダーシップ
および
ガバナンス

人的資本

社会関係資本

環境

■重要な課題として特定　　■重要な課題として特定されていない
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3. 会計メトリクスの開示状況

開示されている会計メトリクスの割合

SASB対照表の有無別に 
開示されている会計メトリクスの割合

SASB対照表を開示している企業の数 
（23/100社）

SASB対照表を開示 開示なし

SASB対照表を活用した効果的な開示

　SASB対照表を開示している企業は、そうでない企業
に比べ、会計メトリクスに関する情報をかなり多く開示して
います。SASB対照表を開示している23社については、各
社に該当する会計メトリクスの50％以上について何かしらの
関連情報を公開しています。一方で、SASB対照表を開示し
ていない企業であっても、該当する会計メトリクスの39％に
ついて関連情報を公開しています。

多くの会計メトリクスが開示されていない、または部分的に
しか開示されていないと私たちが評価した理由は、会計メトリ
クスごとに規定されている詳細なクライテリアを完全に満たし
ていない、もしくは部分的にしか満たしていないからです。つま
りは、重要なサステナビリティの課題についてはSASBの会計
メトリクスで示されたクライテリアを意識し、それをSASB対照
表で詳細まで説明する、もしくは開示できない場合はその理由
を明確に示すことで、投資家をはじめとしたステークホルダー
により理解されやすい、効果的な情報開示になると考えます。

会計メトリクスの開示

最後に、TOPIX100各社の公開情報において、SASB基準
で定められた会計メトリクスがどの程度開示されているかを調
査しました。SASB基準の会計メトリクスの数はインダストリー
によって異なりますが、概ね10～ 20程度の指標（会計メトリ
クス）がインダストリーごとに設定されており、TOPIX100各
社に適用される会計メトリクスを合計すると1,309個になりま
す。調査の結果、それら会計メトリクスの91％が全く開示され
ていないか、もしくは部分的にしか開示されていないことが明
らかになりました。ただしこの結果には、SASB対照表を開示
していない、またはSASB基準を参照していない企業も含まれ
ているため、パフォーマンスの指標としてではなく、開示を改
善できる領域を発見するためのデータとして取り扱うべきです。
また、このデータをディメンション／トピックとセクター／イン
ダストリーに分類して分析することで、TOPIX100の情報開示
における強みや改善領域が明らかになります。

■開示
■部分的に開示
■開示なし

（119 会計メトリクス）

（761 会計メトリクス）（429 
会計メトリクス）

58%

9%

33%

■開示
■部分的に開示
■開示なし

100%

80%

60%

40%

20%

0%
SASB対照表を

開示
SASB対照表の
開示なし
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会計メトリクスのディメンション別分析

TOPIX100各社の会計メトリクスの開示を、5つのディメ
ンション別に分析すると、「環境」「人的資本」に関する会
計メトリクスが最も開示されていることが分かりました。こ
の反面、「社会関係資本」「ビジネスモデルおよびイノベー

ション」に関する会計メトリクスは開示率が低く、加えて
SASB基準で求められている指標数としても多いことから、
これらは日本企業にとって改善の余地が大きい領域であるこ
とが分かります。

ディメンション別に見た会計メトリクスの開示割合

ディメンション別に見た会計メトリクスの開示されている数

100%

80%

60%

40%

20%

0%
環境 社会関係資本 人的資本 ビジネスモデルおよび

イノベーション
リーダーシップおよび

ガバナンス

11%

56%

33%

6%

23%

71%

9%

51%

40%

9%

30%

61%

15%

22%

64%

■開示
■部分的に開示
■開示なし

24

125

74

25
97

300

1160
47

32

107

221

27
40

119

環境 社会関係資本 人的資本 ビジネスモデルおよび
イノベーション

リーダーシップおよび
ガバナンス

※四捨五入により合計が100%にならない場合があります。
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会計メトリクスのトピック別分析

TOPIX100各社に関係する会計メトリクスをさらに26の開
示トピックに分解すると、その中でも「製品品質および製品
の安全」「製品およびサービスのライフサイクルへの影響」
に関連する会計メトリクスが非常に多く、またこれらの指標
が十分に開示できていないことが分かります。そしてその結
果、前ページの通り「社会関係資本」と「ビジネスモデル

およびイノベーション」のディメンションの開示率が低い要
因になっています。環境や人的資本に関する開示は十分に
できている企業でも、これらの製品やサービスに関わるサス
テナビリティ指標をしっかり開示することが、日本企業にとっ
て重要な改善点になるものと思われます。

トピック別に見た会計メトリクスの開示されている数

0 4020 8060 120100 160140 180 200

温室効果ガス排出量

大気質

エネルギーマネジメント

水および排水管理

廃棄物および有害物質管理

生物多様性への影響

人権および地域社会との関係

顧客のプライバシー

データセキュリティ

アクセスおよび手頃な価格

製品品質および製品安全

消費者の福利

販売慣行・製品表示

労働慣行

製品およびサービスのライフサイクルへの影響

ビジネスモデルのレジリエンス

サプライチェーンマネジメント

材料調達および資源効率性

気候変動の物理的影響

企業倫理

競争的行為

法規制環境の管理

重大インシデントリスク管理

システミックリスク管理

従業員の安全衛生

従業員参画、ダイバーシティと包摂性

■開示　　■部分的に開示　　■開示なし

ビジネスモデル
および

イノベーション

リーダーシップ
および
ガバナンス

人的資本

社会関係資本

環境
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3.会計メトリクスの開示状況

会計メトリクスのセクター別分析

視点を変えてセクターごとの違いを見てみると、相対的な
開示レベルの点で明らかに目立ったものはありません。ただ
し、TOPIX100の多くの企業は、財務情報、ヘルスケア、

資源の変換、テクノロジー＆コミュニケーションのセクター
に属しているため、結果として、これらのセクターは開示で
きていない会計メトリクスが多く残っています。

セクター別に見た会計メトリクスの開示割合

セクター別に見た会計メトリクスの開示されている数
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開示の進んでいるインダストリー

セクターをさらにインダストリーレベルにまで細分化する
と、開示レベルの違いが明らかになります。今回の調査対
象であるTOPIX100各社はSASB基準では34のインダスト
リーに分類されますが、その中でも以下5つのインダストリー
は会計メトリクスの開示という点で、開示が進んでいるトッ

プパフォーマーのインダストリーに分類されます。これらのイ
ンダストリーでは、半数以上の会計メトリクスが開示できて
います。一方で、開示の遅れているボトムパフォーマーのイ
ンダストリーでは開示できているメトリクスは約4分の1程度
に留まっています。

インダストリー別に見た会計メトリクスの開示割合（トップパフォーマー）※1

100%

80%

60%

40%

20%

0%
プロフェッショナル
サービスおよび
商業サービス

化学品 自動車 不動産 アルコール飲料

25%

38%

38%

18%

46%

36%

13%

48%

38%

21%

24%

55%

8%

46%

46%

※1：1社のみのインダストリーは含まれていない

■開示
■部分的に開示
■開示なし

※四捨五入により合計が100%にならない場合があります。
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3. 会計メトリクスの開示状況

セクターとトピックのクロス分析

それぞれのセクターごとに会計メトリクスが開示できてい
るかどうかをトピックレベルで比較すると、他にいくつかのパ
ターンが浮かび上がります。まず初めに、環境と人的資本
領域のトピックに関連する会計メトリクスはTOPIX100各社
によってより多く開示されています。よって、これらの領域の
会計メトリクスが多いインダストリーは必然的にSASB基準

への適合率が高くなります。一方で、特定のトピックに関連
する会計メトリクスの開示率はインダストリーによって大きく
異なります。これは会計メトリクスがそれぞれのインダスト
リーの特性に応じて設定されているからであり、特定のイン
ダストリーのメトリクスは他のインダストリーより複雑で開示
が難しいものが含まれていることに起因します。

消費財 採掘・
鉱物加工 財務情報 食品・飲料 ヘルスケア インフラスト 

ラクチャー 資源の変換 サービス
テクノロジー＆
コミュニケー 
ション

運輸

温室効果ガス排出量 ● ● ● ●○ ● ● ● ● ● ●
大気質 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●○
エネルギーマネジメント ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
水および排水管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
廃棄物および有害物質管理 ● ●○ ● ● ● ● ● ● ● ●
生物多様性への影響 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
人権および地域社会との関係 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
顧客のプライバシー ● ● ● ● ● ● ● ● ●○ ●
データセキュリティ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
アクセスおよび手頃の価格 ● ● ● ● ●○ ● ● ● ● ●
製品品質および製品安全 ●○ ● ● ●○ ●○ ● ●○ ●○ ● ●
消費者の福利 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
販売慣行・製品表示 ● ● ●○ ●○ ●○ ● ● ● ● ●
労働慣行 ●○ ● ● ● ● ● ● ● ● ●
従業員の安全衛生 ● ● ● ● ● ● ● ●○ ● ●
従業員参画、 
ダイバーシティと包摂性 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
製品およびサービスの 
ライフサイクルへの影響 ● ●○ ● ● ● ●○ ●○ ● ●○ ●
ビジネスモデルのレジリエンス ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
サプライチェーンマネジメント ● ● ● ● ● ● ● ● ●○ ●
材料調達および資源効率性 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
気候変動の物理的影響 ● ● ●○ ● ● ● ● ● ● ●
企業倫理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
競争的行為 ● ●○ ● ● ● ● ● ● ●○ ●○
法規制環境の管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
重大インシデントリスク管理 ● ●○ ● ● ● ● ● ● ● ●
システミックリスク管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

75%以上の会計メトリクスが 
開示または部分的開示 
されている

●
50～ 75%の会計メトリクスが 
開示または部分的開示 
されている

●
25～ 50%の会計メトリクスが 
開示または部分的開示 
されている

●
25%以下の会計メトリクスが 
開示または部分的開示 
されている

○ 該当する会計 
メトリクスなし●
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トピックごとに異なる開示レベル

トピック間の開示の違いは、会計メトリクスの特性にも関
係していると考えられます。例えば、環境ディメンションでは
エネルギー消費量に関する会計メトリクスが多く、そうしたメ
トリクスは、すでに多くの日本企業によって開示されていま
す。一方、前述の「製品およびサービスのライフサイクルへ
の影響」と「製品品質および製品安全性」については、開
示がかなり限定的です。

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）のイニシ
アティブやCDPのプラットフォームなどを通じて、気候変動
はサステナビリティ情報開示において比較的進んだ分野にな
りました。「エネルギーマネジメント」における会計メトリク
スの大部分を占める73％がエネルギー消費、系統電力、お
よび再生可能エネルギーに関連しています。SASB基準では、
TOPIX 100のうち46社がこれらのメトリクスへの対応を求め
られ、そのうち43社が関連情報の開示をしています。

一方、「製品およびサービスのライフサイクルへの影響」と
「製品品質および製品安全性」に関する開示が相対的に限
定されている理由も会計メトリクスの特徴に関連しています。
まず、「製品およびサービスのライフサイクルへの影響」の
会計メトリクスの25％は、特定の製品認証または基準に関
連しています。24社がそれぞれの基準でこれらのメトリクス
への対応を求められていますが、関連情報を開示している
のは2社のみです。

さらに、「製品品質および製品安全性」の会計メトリクス
の80％には、金銭的損失や死亡者などのネガティブな情報
が必要とされます。ここでは、38社のうち10社だけが関連
情報を開示しています。

情報開示が進んでいるエネルギー消費に対し、特定の情
報が求められ開示が難しい領域の多い製品品質やライフサ
イクル管理を比較すると、開示レベルの差の原因が明確に
なります。

エネルギー消費量関連の会計メトリクスに対し 
情報を開示している企業数（43/46社）

（1）エネルギー消費総量 
（2）系統電力の割合 
（3）再生可能エネルギーの割合

製品特定の基準や認証関連の会計メトリクスに対し 
情報を開示している企業数（2/24社）

「製品およびサービスのライフサイクルへの影響」におけ
る、製品認証や基準に関連する会計メトリクス（例：
ENERGY STAR®プログラム、家電製品製造者協会
（AHAM）のサステナビリティ基準、IEC 62474、Water 
Sense®認証など）

金銭的損失関連の会計メトリクスに対し 
情報を開示している企業数（10/38社）

「製品品質および製品安全性」における、ネガティブイ
ンパクトに関する会計メトリクス（例：リコールの件数、
製品の安全性に関する法的手続に起因する金銭的損失
の総額、製品に関連した死亡者数など）

主要なトピックの会計メトリクスの開示割合

100%

80%

60%

40%

20%

0%
エネルギー
マネジメント

製品およびサービスの
ライフサイクルへの

影響

製品品質
および

製品安全性

14%

65%
84%

27%
15%8%

67%

19% 2%

■開示　　■部分的に開示　　■開示なし
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3. 会計メトリクスの開示状況

マテリアリティと情報開示のギャップ

最後に、SASB基準で開示が求められている会計メトリク
スに対して、TOPIX100各社のマテリアリティ分析においてそ
れらの課題が重要と特定されているか、さらにはそれらのメ
トリクスが公開情報で開示されているかを調査しました。そ
の結果、重要であると各社のマテリアリティ分析で特定され
ているものの情報開示が限定的な領域があることが明らかに
なりました。例えば、「生物多様性への影響」と「人権およ
び地域社会との関係」は、ほとんどの企業が重要と見なし
ているトピックであるものの、指標レベル（会計メトリクスレ

ベル）での開示はまだまだ限定的です。重要と判断された
課題に対しそれらがなぜ重要なのかを、さらにはその課題を
管理するための主要なKPIや目標を示すことは、情報開示を
改善するための重要なポイントとなります。以下に示されて
いる大きなギャップがあるトピックに加えて、全体としての開
示が進んでいないトピック（製品品質および製品安全性など）
を含め、それらの開示がなぜ難しいのかを分析し、段階的
に開示情報の範囲を広げることは、今後のサステナビリティ
情報開示のシフトにおいて重要なプロセスとなります。

トピック別にマテリアル課題として特定された割合に対する開示されている会計メトリクスの割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

温室効果ガス排出量
大気質

エネルギーマネジメント
水および排水管理

廃棄物および有害物質管理
生物多様性への影響

人権および地域社会との関係
顧客のプライバシー
データセキュリティ

アクセスおよび手頃な価格
製品品質および製品安全

消費者の福利
販売慣行・製品表示

労働慣行

製品およびサービスのライフサイクルへの影響
ビジネスモデルのレジリエンス
サプライチェーンマネジメント
材料調達および資源効率性
気候変動の物理的影響

企業倫理
競争的行為

法規制環境の管理
重大インシデントリスク管理

システミックリスク管理

従業員の安全衛生
従業員参画、ダイバーシティと包摂性

■開示されている会計メトリクスの割合
■マテリアリティ分析において重要と特定されているが、会計メトリクスが開示されていない割合
■そもそも会計メトリクスが開示されておらず、企業も重要課題と特定していない割合

ビジネスモデル
および

イノベーション

リーダーシップ
および
ガバナンス

人的資本

社会関係資本

環境
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